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序章 改定に当たって 

１ 改定の趣旨 
令和２年に策定した「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」（以下「ひろしまビジョン」という。）

では、今後予測される社会経済情勢の変化として、「現実化する人口減少、少子化・高齢化」や「新

たな展開を迎えるグローバル社会」、「ＡＩ／ＩｏＴ、５Ｇなど急速に進むデジタル技術」、「格差

社会の懸念」、「頻発化する大規模災害」、「新型コロナウイルスにより引き起こされた社会経済環

境の変化」を見込み、基本理念である「将来にわたって、「広島に生まれ、育ち、住み、働いて良

かった」と心から思える広島県の実現」のもと、目指す姿である「県民一人一人が「安心」の土

台と「誇り」により、夢や希望に「挑戦」しています～仕事も暮らしも。里もまちも。それぞれ

の欲張りなライフスタイルの実現～」に向けて、県民をはじめ、企業、国・市町等の皆様と一丸

となって取り組んできました。 

 

≪これまでの取組と成果≫ 

ひろしまビジョンの目指す姿の実現に向けた基本的な考え方である「県民の挑戦を後押し」と

「適散・適集な地域づくり」に基づき、取組を進めてきた結果、様々な成果や変化が現れていま

す。 

 

県民の挑戦を後押し 

県民の挑戦を後押しするため、 

①県民が抱く不安を軽減し「安心」につなげる 

②県民の「誇り」につながる強みを伸ばす 

③県民一人一人の夢や希望の実現に向けた「挑戦」を後押し 

の３つの柱で取組を進めてきました。 

 

※目標を達成している場合は「○」、未達成の場合は「●」。 

［主な実績］ 

①県民が抱く不安を軽減し「安心」につなげる 

○地域の関係機関と一体となって子育て家庭を見守る仕組みである、「ひろしまネウボラ」の基本型を実施

している市町数は、実施に当たっての課題解決の伴走支援等を行い、着実に増加 

  （R1）６市町 ⇒ （R6）18 市町（R6 目標:18 市町） 

○スペシャルサポートルームの設置に加え、SCHOOL“S”の開設など、不登校児童生徒への支援の結果、好

ましい変化が見られた児童生徒の割合は、H30 年度より増加 

（H30）51.2％ ⇒ （R6）53.0％（R6 目標: 53.0％） 

○生活で困っていることがない（「困った時に、すぐに相談できる」と回答した方を含む）と答えた外国人

の割合は、外国人と地域住民の橋渡しをする人材（キーパーソン）を介した情報共有の仕組みづくりや

多言語ポータルサイト（Live in Hiroshima）による情報発信により、７割弱まで増加 

  （R2）47.6％ ⇒ （R6）66.5％（R6 目標:65.0％） 

●マイ・タイムライン（自らの防災行動計画）を作成している人の割合は、小学校での出前講座の取組な

どにより増加が続いているものの、目標には至らず 

（R1）－ ⇒ （R6）21.4％（R6 目標: 52.0％） 
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※目標を達成している場合は「○」、未達成の場合は「●」。 

 

適散・適集な地域づくり 

県民一人一人が抱く夢や希望の実現に向けて、県内のどこに住んでいても挑戦できる地域

づくりを進めていくため、 

①県全体の発展を牽引する魅力ある都市の形成 

②自然豊かで分散を生かした中山間地域の形成 

③利便性の高い集約型都市構造の形成 

の３つの柱で取組を進めてきました。 

 

※目標を達成している場合は「○」、未達成の場合は「●」。 

［主な実績］ 

②県民の「誇り」につながる強みを伸ばす 
●総観光客数は、令和４年以降はインバウンド需要の高まりを背景に増加が続いているものの、目標には

至らず 

  （R1）6,719 万人 ⇒ （R6）6,474 万人（R6 目標:8,100 万人） 

○核兵器のない平和な世界の実現に具体的に貢献するための基盤整備として、へいわ創造機構ひろしま 

（ＨＯＰe）を令和３年４月に設立し、令和７年 12 月に一般社団法人として業務開始 

○「わがまち□スポーツ」により目指すべき姿に向け取組を実施している市町数は、市町と共に地域の

スポーツ資源の活用検討を進めた結果、12 市町まで増加 

  （R2）３市町 ⇒ （R6）12 市町（R6 目標:12 市町） 
 

③県民一人一人の夢や希望の実現に向けた「挑戦」を後押し 

●８割以上の教員が主体的な学びを実践している学校の割合は、県内全体で着実に理解・実践が進むこと

で上昇したものの、目標には至らず 

（R1）小：55.2％ 中：51.9％ 高：41.5％  

⇒ （R6）小：97.6％ 中：96.4％ 高：95.0％（R6 目標:100％） 

○イノベーション活動実行企業率は、「ひろしまユニコーン 10」プロジェクトや「ひろしまサンドボック

ス」等の取組を通じて上昇 

  （H30）41％ ⇒ （R6）58％（R6 目標:48％） 

○農業における企業経営体数は、企業経営への転換を目指す担い手に対する支援や講座により、目標を上

回って増加 

  （R1）26 経営体 ⇒ （R6）43 経営体（R6 目標:41 経営体） 

［主な実績］ 

①県全体の発展を牽引する魅力ある都市の形成 
○官民一体のまちづくりに取り組む「広島都心会議」の活動を支援するなど、ひろしま都心活性化プラン

の実現に向けて広島市と連携した取組件数（累計）は 15 件まで増加 

  （R1）10 件 ⇒ （R6）15 件（R6 目標:14 件） 

○福山市が策定した「福山駅前再生ビジョン」及び「福山駅周辺デザイン計画」の実現に向けた取組を支

援するなど、福山駅前の再生に向けて福山市と連携した取組件数（累計）は７件まで増加 

  （R1）３件 ⇒ （R6）７件（R6 目標:７件） 
 

②自然豊かで分散を生かした中山間地域の形成 
○人材プラットフォーム「ひろしま里山・チーム 500」の新規登録人数は、登録の働きかけ等によって、

４年連続で目標を上回る 

  （R1）65 人 ⇒ （R6）76 人（R6 目標:75 人） 

○伴走支援の実施や、市町におけるデジタル活用の機運の高まりを背景に、県の事業を通じてデジタル技

術を活用した課題解決モデルの創出件数（累計）は、目標を大きく上回る 

  （R1）－ ⇒ （R6）22 件（R6 目標:10 件） 
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※目標を達成している場合は「○」、未達成の場合は「●」。 

 

≪目指す姿の実現に向けた見直しの必要性≫ 

こうした取組を進める一方で、ひろしまビジョン策定後も、想定を上回るスピードで進む人口

減少など、社会経済情勢の変化が進展しているほか、国際情勢の緊迫化や円安の進行などによる

物価高騰など、策定時には予測できていなかった変化が生じています。 

このような社会経済情勢の変化に、柔軟かつ適切に対応していくため、現行のひろしまビジョ

ンの折り返しを見据え、これまでの成果と課題を踏まえながら、目指す姿の実現に向けた見直し

を行う必要があります。 

 

また、国においても、令和６年 10 月に新しい地方経済・生活環境創生本部を設置し、これまで

の約 10 年間の地方創生の取組の成果と反省を踏まえ、令和７年６月に「地方創生 2.0 基本構想」

が策定されました。 

この基本構想の中で、若者や女性にも選ばれる地域づくりを目指して「安心して働き、暮らせ

る地方の生活環境の創生」や「人や企業の地方分散」などに取り組むことが示されました。 

また、令和７年 11月に、新しい地方経済・生活環境創生本部の検討内容を引き継いだ、地域未

来戦略本部が設置され、令和７年 12 月には、これまでの地方創生の取組をフォローアップする

とともに、地方創生施策の推進戦略をとりまとめた「地方創生に関する総合戦略～これまでの地

方創生の取組のフォローアップと推進戦略～」が策定されました。 

こうした動きは、本県がこれまで進めてきた、若年層を中心とした社会減対策や東京一極集中

の是正といった取組などと方向性を同じくするものであり、これらの取組を更に加速させる追い

風になるものと期待されます。 

 

そこで、これまでの取組の成果や社会経済情勢の変化、国の政策の動向などを踏まえ、本県の

基本理念である「将来にわたって、「広島に生まれ、育ち、住み、働いて良かった」と心から思え

る広島県の実現」のもと、ひろしまビジョンの目指す姿の実現に向けて発展的に見直し、県民の

皆様と一緒に、新たな広島県づくりを推進していきます。 

 

なお、本ビジョンは、10 年間（令和３年度～令和 12 年度）の本県行政の全体方針や構想を示

したひろしまビジョンの改定版であり、その期間は令和８年度から令和 12 年度の５年間としま

す。  

［主な実績］ 

③利便性の高い集約型都市構造の形成 
○持続可能な都市構造を目指す包括的なマスタープランである立地適正化計画策定市町数は、計画の必要

性や重要性を説明するといった意識醸成を図ることなどにより、16 市町まで増加、残り４市町も着手済

み 

（R1）７市町 ⇒ （R6）16 市町（R6 目標:13 市町） 

○魅力的な居住環境の創出に向けて、モデル地区を指定し、各市町の取組を技術的・広域的な視点から支

援している取組件数（累計）は目標を達成 

（R2）０件 ⇒ （R6）４件（R6 目標:４件） 
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２ ひろしまビジョン策定後に顕在化した、特に考慮が必要な情勢変化 
(1) 想定を上回るペースで進む人口減少 

近年の本県の総人口は、平成 29 年以降は、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人

研」という。）の将来人口推計（以下「社人研推計」という。）を上回るペースで、令和３年

以降は、ひろしまビジョンを策定した時点での本県独自の推計（以下「県独自推計」という。）

を上回るペースで減少しています。 

 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30(2018)年推計）」、広島県「人口移動統計   

調査」 

 

〈推計概要〉 

区分 概要 仮定値（H28～R6） 

社人研推計 平成 27 年国勢調査を基準とした、社人研による将来

人口推計（平成 30 年公表） 

合計特殊出生率 

1.56～1.59 

社会動態 

 1,748～2,579 人/年 

県独自推計 上記推計をベースに、ひろしまビジョン策定時の直

近３年（平成 29 年～平成 31 年）の社会動態を踏ま

え試算した将来人口推計（令和２年公表） 

合計特殊出生率 

 1.56～1.59 

社会動態 

 ▲603 人/年 

  

275.8

272.7

284.4

269.5

265

270

275

280

285

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7

広島県の総人口の推移

社人研推計 県独自推計 実績

（万人）
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その要因として、自然動態では、合計特殊出生率が社人研推計及び県独自推計における見

込みを上回るペースで低下していることが挙げられます。 

また、「独身者の結婚希望率」の低下や「独身者の理想子供数」の減少により、「県民希望

出生率」が低下しており、今後、自然減が更に進むことが懸念されます。 

 

（出典）厚生労働省「人口動態統計」 

 

 

（出典）広島県「県民の出生希望等に関する調査」 
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合計特殊出生率の推移

社人研推計・県独自推計 実績

希望 ＝ 既婚者の × 夫婦の ＋ 独身者の × 独身者の × 独身者の × 離死別等の
出生率 割合 予定子供数 割合 結婚希望率 理想子供数 影響

１．８５ ＝ （０．３６ × ２．３４） ＋（０．６４ × ０．８０ × ２．２１ ） × ０．９３８

１．５４ ＝ （０．３５ × ２．４３） ＋（０．６５ × ０．６１ × １．９０ ） × ０．９６６

Ｈ２７

Ｒ７
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次に、社会動態では、平成 28 年以降は社人研推計を、令和２年以降は県独自推計におけ

る社会増減の見込みを上回る転出超過が続いています。 

 
（出典）広島県「人口移動統計調査」 

 

この動向について、日本人と外国人の内訳を見ると、外国人については、コロナ禍の影響

により転出超過となった令和３年を除き、転入超過で推移している一方で、日本人について

は、転出超過が継続しています。 

 
（出典）広島県「人口移動統計調査」 
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日本人の転出超過については、特に 20歳から 24歳までの若年層が、令和２年から令和７

年の社会増減累計の約７割を占めています。 

その主な理由は、「就職」を契機とした転出であり、令和３年以降、増加傾向が続いていま

す。 

 

（出典）広島県「人口移動統計調査」 

 

 
（出典）広島県「人口移動統計調査」 

 

こうした想定を上回るペースで進行する人口減少は、消費市場の縮小などを背景とした企

業の県外流出を招くことで、県内企業の生産活動の停滞や労働市場の縮小を生じさせ、地域

経済全体が更に縮小するという負のスパイラルを引き起こすおそれがあります。 

とりわけ、若年層の流出は、地域の人口再生産力の低下や、産業や社会を支える人材不足

を招き、地域の持続可能性や活力に深刻な影響を及ぼすことが懸念されます。 
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(2) 急増する県内の外国人労働者や海外からの観光客 

15 歳以上 65 歳未満の生産年齢人口の減少により、労働市場において人手不足が深刻化す

る中で、企業における労働力確保対策として、外国人労働者の受入れが進み、その数は増加

傾向にあります。 

また、国において、これまでの技能移転による国際貢献を目的とする「技能実習制度」を

見直し、人手不足分野における外国人材の育成・確保を目的とした「育成就労制度」への移

行が予定されていることに加え、特定技能対象分野の追加も検討されていることから、国内

に定着する外国人労働者数が更に増加することが見込まれています。 

 
（出典）厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ」 

 

こうした増加する外国人労働者が県内に定着するためには、孤立することなく安心して生

活し、働くことができる環境が求められています。 

また、円安の進行や訪日ビザ要件の緩和などを背景として、全国的に外国人観光客数が増

加している中で、本県では、令和５年５月のＧ７広島サミットを契機として、世界から注目

と関心が高まったことなどにより、外国人観光客数はコロナ禍前である令和元年の約 276.0

万人から、令和６年には約 421.5 万人まで増加し、過去最高を記録しました。 

さらに、広島空港における国際線の復便や新規就航が進み、国際航空ネットワークの利便

性が向上したことなどから、今後も更なる増加が見込まれています。 
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（出典）一般社団法人広島県観光連盟「広島県観光客数の動向」 

 

外国人観光客の増加によって、観光需要の集中に伴う混雑やマナーへの対応、多言語対応

の不足などによるコミュニケーションの課題、地域住民の生活環境への影響などが懸念され

ています。 

 

(3) 急速に革新・普及が進むデジタル技術と関連産業の発展 

ＡＩ・デジタル技術等を活用することで、産業構造や働き方、暮らし方などを大きく変革

させるＤＸは、社会をより便利で豊かにする可能性が秘められています。 

さらに、近年急速に普及した生成ＡＩをはじめとするＡＩは、目標達成のために自律的に

行動する「ＡＩエージェント」や、現実世界でロボット等を動かす「フィジカルＡＩ」とい

った新たな技術が進展しています。これらを組み合わせることにより、工場等でのオートメ

ーション技術の進化など大きな変革をもたらすことが期待されています。 

また、ＡＩの性能をより一層向上させる「データとＡＩの好循環」を確立するためには、

データ連携・利活用が重要とされています。 

こうしたＡＩ関連技術が経済社会の発展の基盤であることを踏まえ、国においてＡＩ関連

技術の研究開発及び活用の推進に向けて、令和７年９月に「人工知能関連技術の研究開発及

び活用の推進に関する法律（ＡＩ法）」が施行されるとともに、令和７年 12月に「人工知能

基本計画（ＡＩ基本計画）」が閣議決定され、「世界で最もＡＩを開発・活用しやすい国」の

実現に向け、自治体におけるＡＩの適正な利活用の促進などが今後進められていく予定です。 

一方で、デジタル社会を支える人材の育成・確保は喫緊の課題となっており、とりわけデ

ジタル人材の多くが大都市圏に集中していることから、地方での人材不足による技術導入や

実装の遅れが懸念されています。 

また、ＡＩの普及や、データセンターや半導体デバイス製造工場等の関連インフラの整備

に伴い、電力需要が増加すると予測されており、エネルギー効率の向上や再生可能エネルギ

ーの導入といった持続可能な電力供給体制の確保が求められています。 

さらに、ＡＩ・デジタル技術の発展に伴う、プライバシーの侵害やデータ漏洩、偽情報の

拡散といった問題に加え、情報搾取や不正送金、ランサムウェア、ＳＮＳを悪用した詐欺な

どのサイバー犯罪や消費者被害が増加傾向にあることから、ＡＩガバナンス等の構築が必要

となっています。  
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(4) 自然災害の激甚化・頻発化や顕在化したリスクへの対応 

近年、台風や集中豪雨に伴う風水害や土砂災害、地震災害などの自然災害が激甚化・頻発

化しており、全国各地で甚大な被害が発生しています。 

また、地球温暖化による気温や海水温の長期的な上昇は、猛暑日の増加など日常生活に大

きな支障をきたすとともに、農林水産物の収量・品質の低下や、自然生態系の変化など、様々

な影響が懸念されます。 

令和６年に発生した能登半島地震では、大規模な斜面崩壊や道路施設の損傷などにより、

多くの地域で道路の寸断が発生し、33 地区で最大 3,345 人が支援を受けられない孤立状態に

陥りました。さらに、上下水道、電力、通信などの生活インフラも広範囲にわたって被害を

受け、復旧に時間を要したことにより、避難生活が長期化するなど、高齢者などの要配慮者

を中心とした、災害関連死につながる課題が顕在化しました。 

加えて、令和７年３月には、国において南海トラフ巨大地震の被害想定の見直しが行われ、

死者数が最大で約 29.8 万人、建物の全壊・焼失棟数が最大で約 235 万棟、災害関連死者数

が最大で約 5.2 万人、避難者数（１週間後）が最大で約 1,230 万人と試算されました。 

この見直しを踏まえて「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」が変更され、「今後 10年

の減災目標」として、国の被害想定に対して死者数を約８割、建物の全壊・焼失棟数を約５

割減少させることが改めて設定されるとともに、防災意識の醸成や総合的な防災体制の構築、

防災インフラの強靱化など直接死者数を減らす「命を守る」対策と、避難生活の質の確保と

いった被災者支援など災害関連死者数を減らす「命をつなぐ」対策が特に重要な施策として

位置付けられました。 

本県においても、令和７年 10 月に「広島県地震被害想定」を改定し、死者数が最大で約

1.4 万人、建物の全壊・焼失棟数が最大で約９万棟、災害関連死者数が最大で約 3,700 人、

避難者数（１週間後）が最大で約 74 万人と試算したところであり、大規模地震における対

策の重要性が高まっています。 

 

(5) インフレ傾向と賃金上昇の兆し、不確実性の高まる国際・経済情勢 

1990 年代のバブル崩壊以降、企業が短期的な収益確保を優先する中で、賃金や投資を抑制

したことや、新興国の経済成長に伴う国際競争の激化により、国内製造業の地位が相対的に

低下したことなどにより、消費の停滞や物価の低迷、さらには経済成長の抑制がもたらされ、

日本経済は「低物価・低賃金・低成長」という悪循環に陥る状況が長期化していました。 

しかしながら近年、このような状況に変化の兆しが見え始めており、世界的な原材料価格

やエネルギー価格の上昇に加え、物流の混乱や円安の進行といった複数の要因が相互に影響

し合うことで、国内でも物価が上昇基調を示しています。 

例えば、 総務省が公表する「消費者物価指数（CPI）」では、生鮮食品を除くコア CPI が、

令和４年の春以降、前年同月比で概ね２〜３％台の伸びを維持しており、長年続いた物価停

滞からの脱却を示唆しています。 
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（出典）総務省「消費者物価指数」 

 

また、労働市場では、生産年齢人口の減少や、残業時間の上限規制の導入等により、人手

不足が深刻化する中、企業が賃金引上げや処遇改善に動き始めています。 

厚生労働省の「賃金引上げ等の実態に関する調査」では、令和６年以降の１人平均賃金の

改定率が４％台に達しており、約 30 年ぶりの高水準となりました。 

 
（出典）厚生労働省「賃金引上げ等の実態に関する調査」  
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一方で、実際に受け取る金額を示した名目賃金は増加傾向にあるものの、名目賃金に物価

変動の影響を加味した実質賃金は、対前年同月比で、令和４年以降、概ねマイナスで推移し

ており、賃金の伸びが物価上昇に追い付いていない状況が続いています。 

 
（出典）総務省「消費者物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」 

 

なお、本県における実質賃金の動向についても、全国と同様に、令和４年以降、概ねマ

イナスで推移しています。 

 
※ 実質賃金（広島県）の動向については、調査対象事業所の入れ替えに伴う変動があるため、全国の動向と単純比較

できないことに留意する必要がある。 

（出典）総務省「消費者物価指数」、広島県「広島県の賃金、労働時間及び雇用の動き」 

 

また、国際・経済情勢においても不確実性の高い状態が続いており、例えば、米国による

関税措置や自動車船への入港料の徴収の動きは、自動車産業やサプライヤーなど多くの県内

産業において、サプライチェーンの分断や輸送コストの上昇につながり、さらには為替の変

動などが企業の価格設定行動に直結するなど、企業の価格戦略・収益構造はこれまで以上に

外部環境に左右されやすくなっています。 

▲ 6.0

▲ 4.0

▲ 2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

R3.4 R3.10 R4.4 R4.10 R5.4 R5.10 R6.4 R6.10 R7.4 R7.10

コアＣＰＩと名目賃金、実質賃金の伸び率（対前年同月比）の推移

コアＣＰＩ（全国） 名目賃金（全国） 実質賃金（全国）

（％）

▲ 12.0

▲ 10.0

▲ 8.0

▲ 6.0

▲ 4.0

▲ 2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

R3.4 R3.10 R4.4 R4.10 R5.4 R5.10 R6.4 R6.10 R7.4 R7.10

コアＣＰＩと名目賃金、実質賃金の伸び率（対前年同月比）の推移

コアＣＰＩ（広島市） 名目賃金（広島県） 実質賃金（広島県）

（％）



15 

さらに、ロシアによるウクライナ侵略や中東情勢の不安定化による国際情勢は緊張を増し

ています。特に、核軍縮をめぐっては、核兵器保有国と非保有国との対立が依然として深刻

であり、具体的な進展が見られない状況が続いています。 
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３ 改定のポイント 
(1) 目指す姿の実現に向けた今後５年間の方向性の設定 

今後５年間において、県民一人一人がどこに住んでいても夢や希望に挑戦し、仕事と暮らし

の充実を感じられる社会を実現していくためには、若者を中心とした転出超過を含む人口減少

や激甚化・頻発化する自然災害などの社会経済情勢の変化に対応していく必要があります。 

  そのため、今回の改定では、本県が持つ多彩な宝や強みを磨き、魅力を高め、県内外の人々

の交流により創造性と活力を生み出し、更に多くの人を惹きつけ、経済も成長していくという

好循環の実現を目指します。 

また、本県では、平成 27年に改定した「ひろしま未来チャレンジビジョン」において、「フ

ァミリー・フレンドリー」を、４つの政策分野の好循環を支える視点の一つとして位置付け、

ひろしまビジョンにおいてもその考え方を踏襲し、保育・教育・医療の充実、住環境の向上な

ど、家族が一緒に暮らしやすい社会を実現することは、単身世帯やひとり親世帯、高齢世帯な

ど、様々な世帯形態の人々みんなが暮らしやすい社会につながるという考えのもと、「ファミ

リー・フレンドリー」な広島県づくりを進めてきました。 

この「ファミリー・フレンドリー」を、社会経済情勢の変化を踏まえた取組に深（シン）化

させ、これまで以上に進（シン）展、浸（シン）透させることで、将来にわたって誰もが暮ら

しやすい、ひいては、本県を訪れる人にとっても、本県に関わる人にとっても、魅力的に感じ

てもらえる広島県を実現することとし、「シン・ファミリーフレンドリー “家族で暮らしや

すいまちは、誰もが暮らしやすい”」を目指す姿の実現に向けた今後５年間の方向性に据え、取

り組んでいきます。 

 

 

※ ここでいう「家族」とは、子供の有無や人数、性別に関わらず、様々な形態の家族をいい、 

こうした家族が暮らしやすい社会を実現することで、県民一人一人が暮らしやすい社会につ

なげたいという考え方です。 

 

≪目指す姿の実現に向けた施策の考え方と５つの柱≫ 

こうした、今後５年間の方向性「シン・ファミリーフレンドリー “家族で暮らしやすいま

ちは、誰もが暮らしやすい”」のもと、目指す姿の実現に向けた基本的な考え方である「県民の

挑戦を後押し」と「適散・適集な地域づくり」を前提に、次の考え方で施策を行っていきます。 

・ 県民一人一人が、仕事、結婚、妊娠・出産、子育てなど、希望する将来のライフデザイ

ンを実現することができ、子供・若者が健やかに夢を育むことができる必要があります。 

シン・ファミリーフレンドリー 

“家族で暮らしやすいまちは、誰もが暮らしやすい” 

 本県の魅力を高め、様々な家族が暮らしやすい社会を実現することは、 

誰にとっても暮らしやすい社会につながります。ひいては、本県を訪れる 

人にとっても、本県に関わる人にとっても、魅力的に感じてもらえる 

「シン・ファミリーフレンドリー」な広島県を創っていきます。 
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・ その前提として、頻発化する大規模災害や複雑化する犯罪などの不安が軽減され、心身

ともに健康で、安全・安心な生活を送ることができることが不可欠です。 

・ また、日々の暮らしの中で、充実感を得るためには、広島ならではの地域資源を生かし

た魅力を楽しみ、誇りを感じられることが必要です。 

・ さらには、若者や子育て世代をはじめとした、あらゆる世代の人々が、それぞれの夢や

希望に挑戦し、生き生きと活躍できることも重要です。 

・ こうした生きがいや働きがいを県内のどこに住んでいても、そして将来にわたって感じ

られるよう、本県の強みである「都市と自然の近接性」を生かし、適散・適集な地域の魅

力を更に磨き上げる必要があります。 

 

このような観点から、 

「未来を担う人づくりと、安心して子供を持ち育てられる社会づくり」 

「心身ともに健康で、安全・安心な生活を送ることができる環境づくり」 

「あらゆる世代が楽しみ、地域に誇りを持つことができる魅力づくり」 

「多様な主体が、生き生きと働きがいをもって活躍できる仕事づくり」 

「都市と自然の近接性を生かした、適散・適集な魅力ある地域づくり」 

の５つを、ひろしまビジョンに掲げる目指す姿の実現に向けた施策の柱とし、17の施策領域

において総合的に取り組んでいきます。 
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(2) 目指す姿の実現に向けた施策の柱ごとの見直し 

社会経済情勢が変化する中にあっても、ひろしまビジョンに掲げる目指す姿を実現するため、

施策の柱ごとに、取組の方向の見直しを行います。 
以下に、今回見直しを行う主な内容を記載しています。 
（凡例） 
 
 
 
 

【未来を担う人づくりと、安心して子供を持ち育てられる社会づくり】 
対象施策領域：子供・子育て、教育 

県民一人一人が、安心して子供を持ち、育てられる社会を実現するためには、結婚、妊娠・

出産、子育てなど、希望するライフデザインが実現できるとともに、全ての子供・若者が家庭

の経済状況などの環境の違いに関わらず、健やかに育つことができる社会の構築が重要です。 

結婚、妊娠・出産の希望を実現するためには、結婚や子育てに対する不安が軽減され、ポジ

ティブなイメージを抱くことができるとともに、「共家事・共育て」への理解が進むなど、社会

全体で子育てを支える気運醸成や環境整備を進めていく必要があります。 

また、社会経済情勢が大きく変化する中においても、あらゆる分野において、社会の変化に

的確に対応し、新たな付加価値を創造できる人材を育成していくことが不可欠です。そのため、

「学びの変革」を中心とする乳幼児期から社会人まで一貫した人づくりを着実に推進していく

必要があります。さらに、児童生徒の個々の状況に応じた支援を充実させ、誰一人取り残され

ない、安心な学習環境づくりを進めることも必要です。 

 

 

（対象施策領域における主な取組の方向の改定） 

 

 施策領域

社会的養育の充実

ひとり親家庭の自立支援の推進

取組の方向とその見直し理由

結婚、妊娠・出産の希望の実現を後押しする環境の整備【新規】

妊娠期からの見守り・支援の充実

子供の居場所の充実

多様なライフスタイルに応じた子育て環境の整備【見直し】

　ライフスタイルの多様化による放課後児童クラブのニーズの高まりを踏まえて、　放課後児童
  クラブについて追記

　子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律が公布され、地方公共団体等が各種支援に努
  めるべき対象にヤングケアラーが明記されたこと等を踏まえ、ヤングケアラー等について追加

　子育てに対するポジティブなイメージを抱くことができるとともに、子供を持ちたいと希望する人が安心
　して妊娠・出産、子育てできる取組について追加

子供と子育てにやさしい環境の整備

子供の悩みに対する支援・居場所の充実【新規】

児童虐待防止対策の充実

子

供

・

子

育

て

…「見直し前の取組の方向」を記載

…「見直し後の取組の方向【見直し】」を記載

…「既存の取組の方向」を記載

…「新たに設定する取組の方向【新規】」を記載
施
策
領
域
名
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【心身ともに健康で、安全・安心な生活を送ることができる環境づくり】 
対象施策領域：健康、医療・介護、地域共生社会、防災・減災、 

治安・暮らしの安全、環境 

将来にわたって、県民が健康で安心して暮らし続けるためには、質の高い安全な医療・介護・

福祉サービスを受けられるとともに、激甚化・頻発化する自然災害や高度化・多様化する犯罪

といった脅威に対する不安を軽減させることが重要です。 

県内どこにいても、質の高い安全な医療・介護・福祉サービスを提供できる体制を構築する

ためには、中山間地域をはじめとする県内全域の地域医療・介護・福祉資源の最適化や、医療・

介護・福祉人材の確保・育成・定着を促進することが必要です。 

また、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（女性支援新法）の施行や配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）の改正も踏まえ、困難な状況に

ある女性やＤＶ被害者等が、暴力や生活への不安なく暮らせることが重要です。 

激甚化・頻発化する自然災害から、県民の命と暮らしを守るためには、ハード・ソフトが一

体となった事前防災対策や、デジタル技術を活用した効率的なインフラマネジメントの推進な

ど、防災・減災、県土の強靱化の取組を更に強化する必要があります。加えて、令和７年 10 月

に改定した「広島県地震被害想定」や、令和６年能登半島地震で、災害関連死につながる課題

が顕在化したことを踏まえ、避難所における良好な生活環境づくりをはじめとする被災者への

支援など、大規模地震に対する取組の充実も必要です。 

さらに、近年被害が深刻化しているサイバー犯罪や消費者被害に対しては、被害の防止に向

けて、インターネットリテラシー教育をはじめとした、防犯意識及び規範意識の醸成のための

取組を強化する必要があります。 

 

  

乳幼児教育・保育の充実

学びの変革の推進

学びのセーフティネットの構築

キャリア教育・職業教育の推進

キャリア教育の推進【見直し】

　キャリア教育の観点で職業教育を実施する必要があることから、表現を修正

特別支援教育の充実

　（「教育」、「働き方改革・多様な主体の活躍」内の関連する取組の方向に再編）

　いじめや暴力行為等の問題行動の未然防止に係る取組や相談体制などの支援の充実につい
　て追記

高等教育の充実

リカレント教育の充実【再編】

誰もが安心して学習できる環境づくりの推進【見直し】

教

育
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（対象施策領域における主な取組の方向の改定） 

 

 

 

 

 

 

  

 施策領域 取組の方向とその見直し理由

「運動・食・集い」を軸とした介護予防の推進

ライフステージに応じた県民の健康づくりの推進

県内企業と連携した「からだとこころ」の健康づくりの推進

がんなどの疾病の早期発見・早期治療の推進

高齢者が生きがいをもって活躍できる生涯現役社会づくりの推進

がんなどの疾病の予防及び早期発見・早期治療の推進【見直し】

　がんなどの疾病を未然に防ぎ、健康を維持することが重要であることから、生活習慣の改善や
　ワクチン接種など、疾病の予防を推進する取組について追記

健

康

地域包括ケアシステムの質の向上

高度医療機能と地域の医療体制の確保

救急医療体制の確保

福祉・介護人材の確保・定着・育成

福祉・介護人材の確保・育成・定着及び生産性の向上【見直し】

　介護業界の人手不足を背景に、生産性向上の取組について追記

介護サービス基盤の安定化

災害や新興感染症等の発生時における体制の強化

医

療

・

介

護

困難な状況にある女性等への支援体制の確保及びＤＶ防止対策の充実【新規】

　女性支援新法の施行やＤＶ防止法の改正を踏まえて、困難な状況にある女性やＤＶ被害者等への支援
　について独立して明記

住民と多様な主体の連携・協働による課題の解決

障害者とその家族が安心して生活できる環境整備

外国人が安心して生活できる環境整備

多様性を認め、それぞれの違いを尊重し合う環境づくり

地

域

共

生

社

会
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　災害関連死に影響する事象（避難所の生活環境の悪化）など、能登半島地震等で顕在化した
　課題を踏まえた取組について追記

大規模災害の発生に備えた災害対応力の強化

きめ細かな災害リスク情報の提供

自主防災組織の体制強化

自主防災組織等における防災活動の促進【見直し】

　自主防災組織における呼びかけ体制の構築にとどまらず、災害時に避難の呼びかけが確実に
　行われることが重要であることから、避難行動の実践に向けた防災活動の促進について追記

避難所の環境改善等と情報発信

避難所の生活環境の改善等の推進【見直し】

ハード対策等による事前防災の推進

ハード・ソフト一体となった事前防災の推進【見直し】

　災害が激甚化・頻発化する中、ソフト対策の充実やあらゆる関係者との協働による事前防災
  対策の重要性が高まっていることから、表現を修正

デジタル技術を活用したインフラマネジメントの推進

防災教育の推進

防

災

・

減

災

食品の安全・安心確保対策

水道事業の広域連携

県民総ぐるみ運動の推進

新たな犯罪脅威への対処

交通事故抑止に向けた総合対策

犯罪被害者等への支援

消費者被害の防止と救済

安全・安心な消費生活の確保【見直し】

　消費生活については、消費者がより良い商品・サービスを自主的・合理的に選べる環境確保等
　の幅広い取組も重要であることから、表現を修正

治

安

・
暮

ら

し

の
安

全

自然環境と生物多様性の保全

県民・事業者の自主的取組の促進

ネット・ゼロカーボン社会の実現に向けた地球温暖化対策の推進

地域環境の保全

廃棄物の適正処理

廃棄物の適正処理と地域の資源循環の推進【見直し】

　循環経済への移行による持続可能な資源利用を実現するため、地域の特性に応じた資源循環
  を推進することが重要であることから、表現を修正

環

境
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【あらゆる世代が楽しみ、地域に誇りを持つことができる魅力づくり】 
対象施策領域：観光、スポーツ・文化、平和 

若者や子育て世代をはじめとした、あらゆる世代が、歴史・文化、自然、産業など様々な分

野で本県の魅力を再認識し、地域に「誇り」を感じるためには、本県独自の魅力を磨き上げ、

ひろしまのブランドを更に高めていくことが重要です。 

そのためには、これまで取り組んできた、観光プロダクトの開発などの新たな魅力づくりに

よる「ひろしまブランド」の価値向上に加え、多彩な食資産のポテンシャルを生かして「ひろ

しまは美味しさの宝庫である」という認知・共感を県内外に広げ、県民の誇りにつなげること

が必要です。 

さらに、外国人観光客をはじめとした、急激な観光需要の高まりへの対応として、観光客の

増加に伴う多様なニーズや課題に対応しつつ、受入体制を充実させ、観光客がストレスなく快

適に過ごすとともに、地域住民の生活を維持・向上するための環境整備に取り組む必要があり

ます。 

また、スポーツ・文化を通じて、地域への愛着や誇りを育むためには、地域の多彩なスポー

ツ資源を活用した地域づくりの取組が県内各地で盛んになることや、広島の強みであるプロス

ポーツ等の活躍による熱狂・感動を享受することに加え、県内の豊かな自然や歴史、風土に培

われてきた特色ある文化芸術や、地域で新たに生まれた多彩な文化芸術の魅力が、広く県民に

親しまれることが必要です。 

さらに、広島が人類史上初の原子爆弾による破壊と廃墟からの復興を経験した地として、核

兵器廃絶に向けて果たすべき使命と平和への期待が集う場所としての役割を発揮していくた

め、積極的に国際平和に貢献する場所として、核抑止に頼らない新たな安全保障政策の策定や、

多国間枠組みの形成を目指した国際社会への働きかけと賛同者の拡大、広島が有する経験や資

源を生かした次世代平和人材の育成などに取り組んでいく必要があります。 

 

 

（対象施策領域における主な取組の方向の改定） 

 

 

  

 施策領域

「おいしい！広島」の推進【新規】

　県民及び県外からの来訪者にひろしまの多彩な食資産が十分に評価されていないことを踏まえ、ひろ
　しまは美味しさの宝庫であることの認知・共感を高める取組について追加

　観光業界の人手不足等を背景に、新たな観光人材を育成・確保するための取組や、デジタル技術等を
　活用した業務効率化など、観光産業を支える土台づくりについて追加

取組の方向とその見直し理由

３つの柱（「ブランド価値の向上につながる魅力づくり」「誰もが快適かつ安心して

楽しめる受入環境整備」「広島ファンの増加」）を支える土台づくり【新規】

ブランド価値の向上につながる魅力づくり

誰もが快適かつ安心して楽しめる受入環境整備

広島ファンの増加

観

光
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【多様な主体が、生き生きと働きがいをもって活躍できる仕事づくり】 
対象施策領域：働き方改革・多様な主体の活躍、産業イノベーション、農林水産業 

県民一人一人が、それぞれの夢や希望に「挑戦」するためには、若者や今後も増加が見込ま

れる外国人をはじめとした多様な主体が、生き生きと働きがいをもって活躍できる職場環境づ

くりや、先端・成長産業の集積の強化など魅力ある産業の創出が重要です。 

デジタル技術の進展や生産年齢人口の減少など、産業構造の大きな変化が見込まれる中、企

業がこうした変化に柔軟に対応しながら、持続的な成長を続けるためには、経営戦略に基づき、

人材への投資や育成、さらには年齢や国籍を問わず、多様な人材の確保を進めることや、県民

誰もが妊娠・出産、子育て、介護などのライフイベントと両立しながら、安心して働き続ける

ことができる職場環境の整備が必要です。 

加えて、デジタル技術等の革新に対応し、県内産業の生産性の向上や、新たな付加価値を創

出するためには、デジタル分野をはじめとした、国籍を問わず高度で専門的な知識を持つ人材

の育成や定着に取り組むとともに、生成ＡＩの普及等や本格的な社会実装時代を見据え、急速

な拡大が見込まれる世界的な半導体需要を好機ととらえ、半導体関連産業をはじめとする先

端・成長産業の育成・集積に向けた取組を進める必要があります。 

また、農林水産業においても、取り巻く環境の変化や技術の革新に対応しながら、県産農林

水産物のブランド価値を高めるとともに、スマート技術の導入や、農地や林地の集積による生

産基盤の有効活用などにより生産性を向上させ、企業経営を実践する経営力の高い担い手を確

　県民の価値観やライフスタイルが多様化する中で、生活に安らぎや幸せなどの豊かさをもたらす
　という文化芸術の本質的な価値を県民が実感できるよう取り組むこととし、表現を修正

スポーツを活用した地域活性化

誰もがスポーツに親しむ環境の充実

スポーツ競技力の向上

文化芸術に親しむ環境の充実

文化芸術を楽しめる機会の充実と魅力発信【見直し】

ス

ポ

ー

ツ

・
文

化

広島が有する経験や資源を生かした次世代平和人材の育成【見直し】

持続可能な平和推進メカニズムの構築

核兵器廃絶に向けた新たな政策づくりと多国間枠組みの形成

平和の取組への賛同者の拡大と世界への働きかけ

多国間枠組みの形成を目指した国際社会への働きかけと賛同者の拡大
【見直し】

　働きかけの目的や内容が分かりやすくなるよう表現を修正

広島が有する経験や資源を生かした復興・平和構築

　被爆者の高齢化を踏まえ、核兵器廃絶に向けた取組を将来的に担う若者の人材育成を加速
  することとし、表現を修正

平

和
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保・育成し、多様な担い手が連携することで、各地域において持続可能な農林水産業を確立さ

せることが必要です。 

 

 

（対象施策領域における主な取組の方向の改定） 

 

   

 

 

  

 施策領域

人的資本経営の促進【見直し】

　生産年齢人口の減少やＤＸ等の環境変化が進む中で、これらの変化に柔軟に対応しながら企業
　の持続的な成長を目指す「人的資本経営」の取組を促進する必要があることから、表現を修正

女性の活躍促進

若年者等の県内就職・定着促進

取組の方向とその見直し理由

高齢者の就労促進

障害者の活躍促進

外国人が円滑かつ適切に就労し、安心して生活できる環境整備

働き方改革の促進
働
き
方
改
革
・
多
様
な
主
体
の
活
躍

海外展開の促進

基幹産業であるものづくり産業の更なる進化

広島の強みを生かした新成長産業の育成

広島の強みを生かした先端・成長産業の育成・集積【見直し】

　今後、市場の成長が見込まれている半導体産業などの先端・成長産業の育成・集積が必要で
　あることから、表現を修正

イノベーション環境の整備

産業ＤＸ・イノベーション人材の育成・集積【再編】

　（「産業イノベーション」、「働き方改革・多様な主体の活躍」内の関連する取組の方向に再編）

企業誘致・投資の促進

県経済を牽引する企業の育成・集積

中小企業・小規模企業の経営改善による生産性の向上

企業等の研究開発の支援

産

業

イ

ノ
ベ
ー

シ

ョ
ン
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　「瀬戸内さかな」の名称で地魚のブランド強化を進めていることから、表現を修正

森林資源利用フローの推進

海外展開を見据えたかき生産出荷体制の構築

持続可能なかき生産出荷体制の再構築【見直し】

　海洋環境の変化やかき殻の堆積超過など、新たに顕在化している課題を踏まえ、持続可能な
　かき生産出荷体制の再構築の取組について追記

瀬戸内の地魚の安定供給体制の構築

「瀬戸内さかな」の安定供給体制の構築【見直し】

森林資源経営サイクルの構築

地域の核となる企業経営体の育成

スマート農業の実装等による生産性の向上

担い手への農地集積と基盤整備

新規就業者等の新たな担い手の確保・育成

中山間地域農業の活性化

地域の核となる担い手の育成【見直し】

担い手の経営発展に向けた生産性の向上【見直し】

担い手への農地集積と基盤整備・保全管理【見直し】

　生産性の高い持続可能な農業の実現に向けて、担い手の確保・育成、生産性の向上、農地の
　有効活用といった各施策を総合的に推進するため、取組の方向を再編

持続可能な広島和牛生産体制の構築

農

林

水

産

業
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【都市と自然の近接性を生かした、適散・適集な魅力ある地域づくり】 
対象施策領域：持続可能なまちづくり、中山間地域、交流・連携基盤 

本県の強みである「都市と自然の近接性」を生かし、県全体を発展させていくためには、個

性豊かで多様な県内各地域において、それぞれの特徴を生かした地域づくりを推進するととも

に、地域を結ぶ最適な公共交通ネットワークとそれを支える交通基盤を構築することにより、

地域の持続可能性を高めることが重要です。 

そのためには、中国・四国地方最大の都市である広島市と、備後圏域の中核都市である福山

市の２つの都市が、人や企業を惹きつける魅力ある都市として、県全体の発展の牽引役となる

よう、県と両市が連携して、都市基盤の整備や都市機能の向上を戦略的に進めることが必要で

す。 

また、中山間地域が、持続可能な地域社会であり続けるためには、中山間地域ならではの資

源や特性が価値ある資産として大切に引き継がれることや、その魅力や豊かさに共鳴し、愛着

と誇りを持つ内外の多様な人々によって、様々なチャレンジや、支え合いの輪が広がり、将来

に向けて夢や希望を持てる新たな地域づくりの取組が進められていることが必要です。 

さらに、地域特性や規模に応じて拠点ごとに必要な都市機能が集約され、これらの拠点間が

移動の需要と供給に応じた最適な公共交通ネットワーク等で結ばれた「持続可能な集約型都市

構造」の形成が進むとともに、県内及び周辺地域の立地企業とその相手先企業との間で、産業

競争力の強化に資する、持続可能で最適な物流ネットワークが構築されていることが必要です。 

 

 

（対象施策領域における主な取組の方向の改定） 

 

 

  

 施策領域 取組の方向とその見直し理由

人を惹きつける魅力ある都心空間の創出

機能集約された都市構造の形成

交通基盤及びネットワークの強化

災害に強い都市構造の形成

地域と連携し、地域の特性を生かしたまちづくりの推進

データと新技術を活用したまちづくり（スマートシティ化）の推進

新しい生活様式に対応したまちづくりの推進

ゆとりと魅力あるまちづくりの推進【見直し】

　社会情勢の変化（コロナの終息）に伴い、表現を修正

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
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　生活を支える各種機能が低下している中で、地区・集落の住民自治体制の見直しなど、地域の変化に
　的確に対応していく必要があることから、集落対策について追加

　高齢化の進展に加え、高齢者の単独世帯も増加する中、顕在的・潜在的な移動困難者が増え
　ており、暮らしを支える生活交通の確保を一層推進する必要があることから、表現を修正

中心地と周辺地域等の連携を支える基盤整備

持続可能な地域づくりに向けた集落対策の推進【新規】

　人口減少、高齢化が加速する中で、生活の糧を得るための働く場の維持・創出に向けた取組を
　一層推進する必要があることから、表現を修正

デジタル技術を活用した暮らしの向上

安心して暮らせる生活環境の確保【見直し】

　地域の実態に応じた生活基盤の確保により、安心して暮らせる生活環境づくりを一層推進する
　必要があることから、表現を修正

持続可能な生活交通体系の構築

暮らしを支える生活交通の確保【見直し】

人材の発掘・育成、ネットワークの拡大

地域を支える人材の確保・育成【見直し】

　人口減少や高齢化が進む中、地域コミュニティ活動の持続可能性を高めていくため、地域を
　支える地域内外の人材の確保・育成を一層推進する必要があることから、表現を修正

新たな事業展開に向けたチャレンジ支援

中小企業の成長支援

地域産業の維持・成長支援【見直し】

中

山

間

地

域

世界とつながる空港機能の強化

世界標準の港湾物流の構築とクルーズ客船の寄港環境の整備

クルーズ客船の寄港環境の整備【見直し】

産業活動の基盤となる物流ネットワークの構築【見直し】

　運輸業界の人手不足を背景に、取組の方向を再編し、物流最適化に向けた取組を独立して明記

人・モノの流れを支える道路ネットワークの構築

交

流

・
連

携

基

盤
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(3) 今後５年間で特に注力する重点項目の設定 

様々な社会経済情勢の変化が起こる中でも、とりわけ、想定を超えるスピードで進行する人

口減少は、生産年齢人口の減少による経済活動の縮小や、地域の担い手不足など、本県の社会・

経済に深刻な影響を与えるおそれがあります。 

このため、ひろしまビジョンの折り返し後の５年間においては、人口減少の抑制と持続的な

地域社会・経済成長の実現に向けて、「シン・ファミリーフレンドリー “家族で暮らしやすい

まちは、誰もが暮らしやすい”」の考え方に基づき、次の５つを重点項目として取組を進めてい

きます。 

 

若者に選ばれる広島県  

本県では若者を中心とした転出超過に歯止めがかかっておらず、特に若者の減少は、地域

経済の縮小、社会保障費負担の増大、地域の担い手不足など、社会・経済活動に深刻な影響

を及ぼします。 

そのため、県内のみならず、県外で経験を積んだ人からも、広島に戻りたい、広島で暮ら

したいと思われる県となるよう、若者を惹きつける魅力的な産業の集積や、若者が働きたい

と思えるような職場づくりや働き方の改革、若者目線の地域の魅力や暮らしやすさの向上な

ど、若者が楽しみながら学び、暮らし、働くことができる広島県の実現に取り組みます。 

また、広島県のものづくり等の産業、県土や県民の暮らしと安全を支える仕事に触れなが

ら基礎的な力を培う、広島ならではのキャリア教育など、教育の充実に取り組みます。 

 

女性に選ばれる広島県 

女性の活躍は、それぞれの人生の豊かさにつながるだけでなく、企業や社会の成長に向け

た多様性の深化の観点からも重要であるとともに、経済活動の持続性を高める基盤となりま

す。 

また、誰もが働きやすく子育てしやすく、暮らしやすい環境を作ることは、出生率の向上

にもつながります。 

しかし、近年、本県の女性の就業率は着実に上昇しているものの、依然として、男女間の

管理職及び役員に占める割合の差や賃金格差が存在しているほか、家庭での家事・育児は女

性に偏っている現状があります。 

そのため、性別に関わらず誰もがライフイベントと両立しながら働くことができるよう、

場所や時間にとらわれない柔軟な働き方を促進し、出産や育児等により離職した女性の再就

職の支援や企業内での登用促進、男性の育児休業の取得促進などに取り組みます。 

あわせて、固定的な性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアスの解消を図るとともに、

家庭内で夫婦（パートナー同士）が話し合って家事・育児を分担し、協力して取り組む「共

家事・共育て」の定着などを促進し、女性の社会における更なる活躍や子供を持ちたいと思

う希望の実現に向けて取り組みます。 
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子育てしやすい広島県 

本県の人口減少の要因の約９割は自然減によるものであり、人口減少の抑制に向けては、

妊娠・出産、子育てに関する希望を実現しやすい社会であることだけでなく、多くの人が子

供を持ちたいと思い、安心して子供を持つことができる社会にすることが重要です。 

そのため、将来への経済的不安の軽減や、不妊の悩みを相談でき、早期に検査・治療を受

けることができる環境整備、妊娠期から子育て期まで見守られ、支援されていると感じられ

る仕組みの構築、地域社会全体で子育てを応援する気運の醸成など、子供を持ちたいという

希望の実現を阻害する課題への総合的な対策を講じます。 

あわせて、子育て世代が、都市と自然が近接する広島県での日々の暮らしや子育てが楽し

いと感じられる環境づくりに取り組みます。 

 

強固な社会経済基盤の確立 

世界経済の不安定化など様々なリスク要因がある中において、県民一人一人が夢や希望を

あきらめることなく挑戦するためには、本県経済の安定的な成長と、その土台となる安全・

安心な暮らしと豊かな生活の基盤を整えることが不可欠です。 

そのため、農林水産業や観光、ものづくり産業のほか、半導体関連産業等に代表される先

端・成長産業といった、県経済を支える産業の振興・発展や生産性の向上に取り組みます。

あわせて、これらの経済活動を支える担い手として、外国人にも選ばれる環境整備を進める

ことなどにより、県経済の成長を促し、賃金と物価の好循環を定着させます。 

また、自然災害が激甚化・頻発化する中、ハード・ソフト両面での防災・減災対策を着実

に進め、県民の命と暮らし、経済活動を支えます。 

さらに、全ての県民が、質の高い安全な医療等のサービスを受け、地域で暮らし続けるこ

とができるとともに、誰もが安全・安心を実感できる広島県の実現に取り組みます。 

 

広島の財産と経験の継承 

広島には、瀬戸内海の島々が織りなす多島美、田畑が広がる豊かな原風景や食文化、地域

に根差したスポーツチームや文化芸術、そしてグローバルに展開するものづくり産業など、

多彩な宝があります。こうした広島が持つ強みや魅力を通じて、本県でしか得られない価値

を提供するとともに、それらの財産を将来世代に引き継ぎます。 

また、原子爆弾による破壊を経験し、その廃墟から力強く復興してきた地として、その使

命と役割を果たし、核兵器廃絶と恒久平和に向けた取組を着実に進めます。 
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４ ひろしまビジョン体系図 

 
 
 
 
 
 

将来にわたって、「広島に生まれ、育ち、住み、働いて良かった」と心から思える広島県の実現

基本理念

目指す姿の実現に向けた施策の柱と17の施策領域

県民一人一人が「安心」の土台と「誇り」により、夢や希望に「挑戦」しています
～仕事も暮らしも。里もまちも。それぞれが望むライフスタイルの実現～

［目指す姿の実現に向けた基本的な考え方］
（１）県民の挑戦を後押し （２）適散・適集な地域づくり

目指す姿

シン・ファミリーフレンドリー “家族で暮らしやすいまちは、誰もが暮らしやすい”

本県の魅力を高め、様々な家族が暮らしやすい社会を実現することは、誰にとっても暮らしや
すい社会につながります。ひいては、本県を訪れる人にとっても、本県に関わる人にとっても、
魅力的に感じてもらえる「シン・ファミリーフレンドリー」な広島県を創っていきます。

目指す姿の実現に向けた今後５年間の方向性

心身ともに健康で、安全・安心な生活を送ることができる環境づくり

未来を担う人づくりと、安心して
子供を持ち育てられる社会づくり

あらゆる世代が楽しみ、
地域に誇りを持つことができる魅力づくり

多様な主体が、生き生きと
働きがいをもって活躍できる仕事づくり

都市と自然の近接性を生かした、
適散・適集な魅力ある地域づくり

子 供 ・ 子 育 て

教 育

健 康

医 療 ・ 介 護

地 域 共 生 社 会

防 災 ・ 減 災

治 安 ・ 暮 ら し の 安 全

働き方改革・多様な主体の活躍

産 業 イ ノ ベ ー シ ョ ン

農 林 水 産 業

観 光

ス ポ ー ツ ・ 文 化

平 和

持 続 可 能 な ま ち づ く り

中 山 間 地 域

交 流 ・ 連 携 基 盤

環 境
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性別に関わらず誰もがライ
フイベントと両立しながら働
くことができるよう、場所や
時間にとらわれない柔軟な働
き方を促進し、出産や育児等
により離職した女性の再就職
の支援や企業内での登用促進、
男性の育児休業の取得促進な
どに取り組みます。

あわせて、固定的な性別役
割分担意識やアンコンシャ
ス・バイアスの解消を図ると
ともに、家庭内で夫婦（パー
トナー同士）が話し合って家
事・育児を分担し、協力して
取り組む「共家事・共育て」
の定着などを促進し、女性の
社会における更なる活躍や子
供を持ちたいと思う希望の実
現に向けて取り組みます。

県内のみならず、県外で経
験を積んだ人からも、広島に
戻りたい、広島で暮らしたい
と思われる県となるよう、若
者を惹きつける魅力的な産業
の集積や、若者が働きたいと
思えるような職場づくりや働
き方の改革、若者目線の地域
の魅力や暮らしやすさの向上
など、若者が楽しみながら学
び、暮らし、働くことができ
る広島県の実現に取り組みま
す。

広島県のものづくり等の産
業、県土や県民の暮らしと安
全を支える仕事に触れながら
基礎的な力を培う、広島なら
ではのキャリア教育など、教
育の充実に取り組みます。

将来への経済的不安の軽減
や、不妊の悩みを相談でき、
早期に検査・治療を受けるこ
とができる環境整備、妊娠期
から子育て期まで見守られ、
支援されていると感じられる
仕組みの構築、地域社会全体
で子育てを応援する気運の醸
成など、子供を持ちたいとい
う希望の実現を阻害する課題
への総合的な対策を講じます。

あわせて、子育て世代が、
都市と自然が近接する広島県
での日々の暮らしや子育てが
楽しいと感じられる環境づく
りに取り組みます。

農林水産業や観光、ものづくり産業のほか、半導体関連産業等に代表される先端・成長産業といった、県経済を支
える産業の振興・発展や生産性の向上に取り組みます。あわせて、これらの経済活動を支える担い手として、外国人
にも選ばれる環境整備を進めることなどにより、県経済の成長を促し、賃金と物価の好循環を定着させます。
また、自然災害が激甚化・頻発化する中、ハード・ソフト両面での防災・減災対策を着実に進め、県民の命と暮ら

し、経済活動を支えます。
さらに、全ての県民が、質の高い医療等のサービスを受け、地域で暮らし続けることができるとともに、誰もが安

全・安心を実感できる広島県の実現に取り組みます。

強固な社会経済基盤の確立

県民一人一人が「安心」の土台と「誇り」により、
夢や希望に「挑戦」している広島県の実現

今後５年間で特に注力する重点項目

若者に選ばれる
広島県

子育てしやすい
広島県

女性に選ばれる
広島県

広島には、瀬戸内海の島々が織りなす多島美、田畑が広がる豊かな原風景や食文化、地域に
根差したスポーツチームや文化芸術、そしてグローバルに展開するものづくり産業など、多彩な
宝があります。こうした広島が持つ強みや魅力を通じて、本県でしか得られない価値を提供する
とともに、それらの財産を将来世代に引き継ぎます。
また、原子爆弾による破壊を経験し、その廃墟から力強く復興してきた地として、その使命と

役割を果たし、核兵器廃絶と恒久平和に向けた取組を着実に進めます。

広島の財産と経験の継承


